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１ 法人の概要 

令和元年５月１日現在） 

（１）名 称 

公立大学法人岡山県立大学 

（２）所在地  

      岡山県総社市窪木１１１番地 

（３）法人設立の年月日  

      平成１９年４月１日 

（４）設立団体 

      岡山県 

（５）中期目標の期間 

      平成３１年４月１日から令和７年３月３１日 

（６）目的及び業務 

ア 目 的 

公立大学法人岡山県立大学は、人間を取り囲むさまざまな環境の中で調和のとれた発展を期し、地域

の課題や社会の要請に的確に応えるため、「人間・社会・自然の関係性を重視する実学を創造し、地域

に貢献する」ことを基本理念とする。 

この理念に基づいて、学術の進展と教育の振興を図り、福祉の増進、文化の向上、地域産業の発展等

に寄与する研究活動に取り組むとともに、知性と感性を育み、豊かな教養と深い専門性を備えて新しい

時代を切り拓く知識と高度な技術を身につけた実践力のある人材を育成する。 

イ 業 務 

(ｱ) 岡山県立大学を設置し、これを運営すること。 

(ｲ) すべての学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談など学生生活に関する相談その

他の援助を行うこと。 

(ｳ) 民間企業や試験研究機関等との間の共同研究や受託研究、技術指導等を実施するなど、法人以外の者

と連携して教育研究活動の推進に取り組むこと。 

(ｴ) 地域社会に貢献するため、公開講座を開設する等、地域住民に幅広く学習機会を提供するとともに、

大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

(ｵ) 前各号に掲げる業務を効果的かつ効率的に実施するため、附帯して必要となる関連業務を行うこと。 

（７）資本金の額      １２０億 ９,１６３万 ２,９４３円 

（８）代表者の役職氏名  

       理事長 沖 陽子 

（９）役員及び教職員の数 

ア 役員  

理事長          １人 

副理事長        １人 

理事            ３人 

監事       ２人 

役員計     ７人 

イ  教職員 

  学長      １人 

教員    １５８人（特任教員を含む専任教員数。） 

職員     ５８人 

教職員計 ２１７人 
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（10）組織図 

        

【法人組織】      

        

 役員会   

 理事長 沖  陽子  岡山県立大学学長   

 副理事長 兼信 定夫  岡山県立大学事務局長   

 理事 松田 正己 （株）山陽新聞社代表取締役社長   

 理事 高橋 吉孝  岡山県立大学副学長（教育担当）   

 理事 末岡 浩治  岡山県立大学副学長（産学官連携担当）   

 監事 井上 信二  公認会計士   

 監事 大土  弘  弁護士   

        

 経営審議会      

 議長 沖  陽子 公立大学法人岡山県立大学理事長   

 委員 兼信 定夫 公立大学法人岡山県立大学副理事長    

 委員 末岡 浩治 公立大学法人岡山県立大学理事（産学官連携担当）   

 委員 晝田 眞三 ヒルタ工業(株)代表取締役会長   

 委員 中島 義雄 （株）システムズナカシマ代表取締役社長   

 委員 筒井 恵子 特別養護老人ホーム愛光苑理事長   

 委員 梶谷 俊介 岡山トヨタ自動車(株)代表取締役社長   

        

 教育研究審議会      

 議長 沖  陽子  公立大学法人岡山県立大学理事長   

 委員 兼信 定夫  公立大学法人岡山県立大学副理事長   

 委員 高橋 吉孝  公立大学法人岡山県立大学理事（教育担当）   

 委員 末岡 浩治  公立大学法人岡山県立大学理事（産学官連携担当）   

 委員 渡辺 富夫  岡山県立大学副学長（学術研究・国際担当）   

 委員 伊東 秀之  岡山県立大学保健福祉学部長   

 委員 榊原 勝己  岡山県立大学情報工学部長   

 委員 嘉数 彰彦  岡山県立大学デザイン学部長   

 委員 樋笠 勝士  岡山県立大学共通教育部長   

 委員 難波 久美子  岡山県立大学附属図書館長   

 委員 田中 晃一  岡山県立大学保健福祉学部教授   

 委員 大﨑 紘一  岡山商科大学副学長   

 委員 平野 博之  岡山理科大学副学長   
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(大学院) 
   

看護学専攻（博士前期課程） 
 

          

            

【大学組織】 

  
保健福祉学研究科 

   
栄養学専攻（博士前期課程） 

 
      

            

      
 

   
保健福祉学専攻（博士前期課程） 

 

          

            

      
 

   
保健福祉科学専攻（博士後期課程） 

 

          

            

      
情報系工学研究科 

   
システム工学専攻（博士前期課程） 

 

          

            

      
 

   
システム工学専攻（博士後期課程） 

 

          

            

      
デザイン学研究科 

   
デザイン工学専攻（修士課程） 

 

          

            

      
 

   
造形デザイン学専攻（修士課程） 

 

          

            

      
(大 学) 

   
看護学科 

 

          

            

      
保健福祉学部 

   
栄養学科 

 

          

            

      
 

   
保健福祉学科 

 

          

            

      
 

   
情報通信工学科 

 

          

            

 学 長 
 

副学長 
   

情報工学部 
   

情報システム工学科 
 

        

 
 

          

     
 

   
人間情報工学科 

 

          

            

      
デザイン学部 

   
デザイン工学科 

 

          

            

      
 

   
造形デザイン学科 

 

          

            

      
共通教育部 

   
 

 

          

            

          
教育開発センター 

 

           

            

          
国際交流センター 

 

           

            

          
学術研究推進センター 

 

           

            

          
総合情報推進センター 

 

           

            

          
広報メディア開発センター 

 

           

            

      
 

   
産学官連携推進センター 

 

          

            

          
地域連携推進センター 

 

           

      
地域共同研究機構 

     

         
COC+推進室 

 

           

            

          
社会連携教育推進室 

 

           

               

      
附属図書館 

      
図書班 

 

             

               

      
 

   
企画広報室 

  
 

 

            

               

      
 

   
 

  
総務班 

 

            

               

      
事務局 

   
総務課 

  
学部事務班 

 

            

               

      
 

   
 

  
経理班 

 

            

               

             
教務班 

 

              

               

      
 

   
教学課 

  
入試班 

 

            

               

      
 

   
 

  
学生支援班 
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（11）法人が設置運営する大学の概要 

大学の名称 岡山県立大学 

大学本部の位置 岡山県総社市窪木１１１番地 

学長の氏名 沖 陽子（公立大学法人岡山県立大学理事長） 

学部等の名称 

 

修業 

年限 

入学 

定員 

収容 

定員 
開設年度 備 考 

 

保健福祉学部 

  看護学科 

  栄養学科 

  保健福祉学科 

年 

 

４ 

４ 

４ 

人 

 

４０ 

４０ 

６０ 

人 

 

１６０ 

１６０ 

２４０ 

 

 

平成５年４月 

平成５年４月 

平成５年４月 

 

 

 

 

 

情報工学部 

  情報通信工学科 

  情報システム工学科 

  人間情報工学科 

 

４ 

４ 

４ 

 

５０ 

５０ 

４０ 

 

２００ 

２００ 

１６０ 

 

平成５年４月 

平成５年４月 

平成27年４月 

 

 

 

名称変更 

デザイン学部 

  デザイン工学科 

  造形デザイン学科 

 

４ 

４ 

 

４０ 

５０ 

 

１６０ 

２００ 

 

平成18年４月 

平成18年４月 

 

学科再編 

   〃 

保健福祉学研究科 

（博士前期課程） 

 看護学専攻 

  栄養学専攻 

  保健福祉学専攻 

（博士後期課程） 

 保健福祉科学専攻 

 

 

２ 

２ 

２ 

 

３ 

 

 

 ７ 

 ６ 

 ７ 

 

 ５ 

 

 

 １４ 

 １２ 

 １４ 

 

 １５ 

 

 

平成９年４月 

平成９年４月 

平成９年４月 

 

平成15年４月 

 

 

 

 

 

 

定員変更 

情報系工学研究科 

（博士前期課程） 

 システム工学専攻 

（博士後期課程） 

  システム工学専攻 

 

 

２ 

 

３ 

 

 

５２ 

 

 ６ 

 

 

１０４ 

 

 １８ 

 

 

平成25年４月 

 

平成11年４月 

 

 

専攻再編 

 

デザイン学研究科 

（修士課程） 

 デザイン工学専攻 

 造形デザイン学専攻 

 

 

２ 

２ 

 

 

 ７ 

 ９ 

 

 

 １４ 

 １８ 

 

 

平成22年４月 

平成22年４月 

 

 

専攻再編 

   〃 

附属施設等 

 

 

附属図書館 

共通教育部 

地域共同研究機構 

学生数  １,８４０人 

教員数 １５８人（特任教員を含む専任教員数。） 

職員数       ５８人 
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【 大学の沿革 】 

平成 5年 4月 

  9年 4月 

10年 4月 

11年 4月 

12年 6月 

14年 4月 

  

15月 4月 

15年 6月 

17年 8月 

17年10月 

  

  

  

  

18年 4月 

 

19年 3月 

19年 4月 

 

20年 4月 

22年 4月 

 

23年 4月 

24年 4月 

25年 4月 

 

 

 

26年10月 

 

27年 4月 

 

 

 

 

 

 

27年10月 

28年 4月 

 

28年12月 

31年 4月 

 

   

開学（保健福祉学部・情報工学部・デザイン学部、短期大学部） 

大学院 保健福祉学研究科（修士課程）、情報系工学研究科（修士課程）設置 

大学院 デザイン学研究科（修士課程）設置 

大学院情報系工学研究科（博士後期課程）開設 

共同研究機構設置 

保健福祉支援センター設置 

メディアコミュニケーション支援センター設置 

大学院保健福祉学研究科（博士後期課程）設置 

サテライトキャンパス設置（平成18年7月廃止） 

全学教育研究機構設置 

地域共同研究機構設置 

共同研究機構を産学官連携推進センターに名称変更 

保健福祉支援センターを保健福祉推進センターに名称変更（平成29年3月廃止） 

メディアコミュニケーション支援センターをメディアコミュニケーション推進センターに名称

変更（平成24年3月廃止） 

情報工学部 スポーツシステム工学科設置 

デザイン学部 学科再編（デザイン工学科・造形デザイン学科設置） 

短期大学部閉学 

公立大学法人岡山県立大学設立 

保健福祉学部 保健福祉学科改組 

健康・スポーツ推進センター設置（平成27年3月廃止） 

大学院 情報系工学研究科人間情報システム工学専攻（博士前期課程）設置 

大学院 デザイン学研究科（修士課程）再編（デザイン工学専攻、造形デザイン学専攻設置） 

認定看護師教育センター設置（平成28年3月廃止） 

福祉・健康まちづくり推進センター設置（平成27年3月廃止） 

保健福祉学部 保健福祉学科再編（社会福祉学専攻、子ども学専攻設置） 

大学院 保健福祉学研究科（博士前期課程）看護学専攻再編（保健師国家試験受験

資格取得） 

大学院 情報系工学研究科（博士前期課程）再編（システム工学専攻設置） 

大学教育開発センター設置 

国際交流センター設置 

情報工学部 スポーツシステム工学科を人間情報工学科に名称変更 

全学教育研究機構を共通教育部に名称変更 

教育研究開発機構設置（平成31年3月廃止） 

総合情報機構設置（平成31年3月廃止） 

情報基盤活用推進センター設置 

広報メディア開発センター設置 

地域連携推進センター設置 

学術研究推進センター設置 

副専攻「岡山創生学」設置 

COC+推進室設置 

学生支援室（SAS）開設 

キャリア・学生生活支援センター設置 

大学教育開発センターを教育開発センターに名称変更 

情報基盤活用推進センターを総合情報推進センターに名称変更 
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２ 令和元年度に係る業務の実績に関する自己評価結果 

 

（１）大項目ごとの状況 

 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する事項 

 

評 定 中期計画の進捗は順調 

 

大項目第2「大学の教育研究等の質の向上」では、評点4「十分に達成」が5項目（15％）、評点3「概

ね達成」が19項目（58％）、評点2「やや未達成」が9項目（27％）であり、当該大項目に係る最小項

目別評価の評点の平均値は2.9となるため、大項目別評価は④「中期計画の進捗は順調」とした。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する事項 

 

評 定 中期計画の進捗は順調 

 

大項目第3「業務運営の改善及び効率化等」では、評点3「概ね達成」が15項目（79％）、評点2「や

や未達成」が4項目（21％）であり、当該大項目に係る最小項目別評価の評点の平均値は2.8となるた

め、大項目別評価は④「中期計画の進捗は順調」とした。 

 

（２）総合的な評定 

 

評 定 中期計画の進捗は順調 

 
大項目別評価の結果を踏まえ、中期計画の進捗状況全体について総合的に判断し、令和元年度の業務

に対する自己評価は「中期計画の進捗は順調」とした。 
令和元年度は、第2期中期計画（平成25年～30年度）の成果を踏まえ、地域志向の有為な人材を輩出す

るとともに、学術文化の進展及び地域産業の振興に寄与することを使命とし、地域において期待される
拠点大学となることを目指し制定された第3期中期計画の初年度となった。 
令和元年度は、上記の目標に向けて新たな試みを積極的に取り組むとともに、組織として戦略的に推

進するための体制作りに着手したところであり、これらの完成を含め、第3期中期目標を十分達成するに
は令和2年度以降の取り組みが重要となる。 

 
（３）対処すべき課題 

第 2期全体実績評価では、大学院における定員充足と研究発表の低調、学術論文数の低調、受託研究・
共同研究・科学研究費の件数と金額の低調、学生の語学力向上不足、法人の財政状況悪化、危機管理及
び個人評価制度の未整備等が挙げられた。低評価を受けた項目はいずれも重要事項であり、抜本的な見
直しを含めた改善が必要と考えられたので、令和元年度より始まった第 3 期中期計画期間には着実に改
善できるように関連項目を組み入れた。 

  初年度の業務実績に関する自己評価を実施した結果、「やや未達成（評価 2）」の項目が散見された。
これは、年度工程としての進捗状況は評価されても達成までの時間が不十分であった、あるいは成果指
標に齟齬があった項目もあり、今後の検討が求められる。以下に令和 2 年度に向けて、早急に対処すべ
き課題について記す。 

①教育 
・学士教育（地域連携教育）は「地（知）の拠点大学による地方創生（COC+）事業」の最終年度とし

て、終了後を見越して授業科目の改善等を検討し、地域創生推進士も前年度とほぼ同数を輩出した。
しかしながら、成果指標の県内就職率は 46%と低下した。これは、情報工学部の学生が例年より多く
県外に就職したことに起因する。就職活動を取り巻く社会の動きに影響されるので対応が難しいが、
50％以上に改善できるよう努力する。 

・大学院教育は今まで大きな課題として挙がっており、デザイン学研究科のみならず他の研究科も検
討を続けている。今回、進学率が低調であったことを契機に、魅力のある大学院教育に改善するこ
とが急務と考える。 

・施設・設備の充実・改修は予算化が困難であることから対処が難しい項目ではあるが、知恵を絞っ
て改善する予定である。 

・インターンシップの充実に関しては、前年度は初年度として関係者の努力により高い参加者数を獲
得した。その値を成果指標の目標として設定したので、今回の評価は低調であった。今後、質の高
い長期インターンシップを受入側と共に協議することにより、学生への関心を高めたい。 
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②学生の確保 

一般志願倍率は、少子化に伴い過去の志願倍率を維持することに努力が必要であることは認知して

いたが、令和元年度にその傾向が早くも発生したと考えられる。令和 2 年度より「アドミッション・

高大連携センター」を設置したので、アドミッション・オフィサーを中心に志願倍率の解析を行い、

入試広報や高大連携を中心に改善を図ることを急務とする。 

③学生支援 

前年度に設置した「キャリア・学生生活支援センター」の活動に伴い、学生への支援は充実しつつ

ある。しかしながら、成果指標である「県内就職率」並びに「長期インターンシップ参加者数」の不

調から「就職支援への充実」が課題として挙がった。 

④地域貢献 

「コミュニティキャンパスおかやま」の開講や「OPU フォーラム」の開催などで地域貢献の成果は高

いと思われるが、成果指標の県内就職率が低調であったので低評価となった。 

⑤グローバル化 

12 月実施の TOEIC では成果指標の目標値を大きく下回った。その原因を解析した結果、学生達のグ

ローバルに対するモチベーションが入学後にかなり低下していることが把握された。「トビタテ!留学

JAPAN」地域コース及び全国コースの派遣留学生を輩出、留学生受け入れ数の増加、JASSO（海外留学

支援制度）や「JST さくらサイエンスプラン」への応募と採択などの成果をあげているだけに、この乖

離現象は大きな課題である。モチベーションを高める工夫として、履修形態・評価の強化体制と楽し

みながらグローバルセンスを高める二方向で早速に検討を始めている。令和 2 年度より「国際交流セ

ンター」も名称変更と共に活動内容を整理し、語学担当教員と学部教員との有機的な連携を求めて学

生へのグローバル教育の向上を目指している。 

⑥業務運営 

「地域に開かれた大学づくり」としてリカレント教育が望まれているが、具現化されていないのが

現状である。社会からの要請と課題を把握し、大学院教育の改革とともにリカレント教育の具体的な

導入を令和 2年度には実施する予定である。 

⑦財務 

科研費申請の提出前検討や研修会共に前年度を超える申請や参加があり、科研費申請に対する意識

は高まった。その結果、科研費採択率は 30.3％と非常に高かったが、成果指標である獲得額が目標に

達しなかった。これは大型の基盤研究（A）や（B）への申請が少ないことに起因する。他学部や学外

の教員との学際的、融合的な研究にも挑戦する必要がある。 

⑧自己点検及び評価 

いわゆる教学IR活動の充実に関する項目について、アンケート等は予定通り進展したが、結果の解

析から評価と公表までの時間的な余裕がなかったことが低評価の原因である。教員の教育研究以外の

ワークが増加している現状ではアンケート等実施・分析・評価は負担が大きく、学内での処理よりア

ウトソーシングの導入が妥当かを検討している。 
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３ 中期計画の各項目ごとの実施状況 

 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）教育の成果に関する目標を達成するためとるべき措置 

  ア 学士教育 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［１］ 
・保健福祉学部 

保健福祉学部では、地域社会や
国際社会における人々の健康維
持と増進に積極的に貢献できる
看護、栄養、福祉、教育に関する
幅広い知識と技術を修得し、専門
分野に関する課題を科学的、論理
的思考や分析に基づいて主体的
に解決する能力を備えた人材を
育成する教育を充実させる。 
特に、子ども学の分野では、子

どもを取り巻く複雑化する環境
を理解し、福祉の視点を有する高
度な就学前教育と小学校教育へ
の円滑な接続を推進できる人材
育成を目指す。 

 
成果指標 
・国家試験の合格率(％) 

試験名 現状 (H25 ～

29年度平均) 
目標 

看護師 98.1 100   

助産師 100 100   

管理栄
養士 

95.5 96.0 

社会福
祉士 

79.6 80.0 
 

［１］ 
・保健福祉学部 

国家試験の合格率目標の実現
に向けて指導の充実を図るとと
もに、新学科への改編に向け、平
成33年度入学生に対する3ポリシ
ーを策定・公表する。 

 
成果指標 
・国家試験の合格率(％) 

試験名 H31目標 

看護師  100 

助産師 100 

管理栄養士 96.0 

社会福祉士 80.0 
 

［１］ 
・保健福祉学部 

各学科において、国家試験に向けた
対策講義をカリキュラムを通して進
め、助産師(100％)、社会福祉士
(82.5％)の2つが目標値を上回った。 
令和3年度入学生に対する3ポリシー

を策定し、令和2年度に公表することと
した。 

 
成果指標 
・国家試験の合格率(％) 

試験名 R1実績 

看護師  97.7 

助産師 100 

管理栄養士 94.3 

社会福祉士 82.5 
 

［２］ 
・情報工学部 

情報工学部では、第4次産業革
命の中核をなす情報工学に加え、
電子通信工学、機械システム工
学、人間工学に関する幅広い知識
を活用し、人間・社会・自然との
調和を図りながら超スマート社
会及び地域産業の持続的発展に
貢献できる未来志向の技術者を
育成する教育を充実させる。 

［２］ 
・情報工学部 

カリキュラム・ポリシーに基づ
く教育内容の充実を検討すると
ともに、成長分野を支える情報技
術人材の育成のため、全国の大
学、岡山県立大学協力会、システ
ムエンジニアリング岡山等と連
携する。 

［２］ 
・情報工学部 

教育内容の充実を図るため、学部将
来構想WGを設置し、断続的に検討を行
った。 
教育内容を拡充するため、文科省

enPiT事業に関連して、南山大学のスプ
リングスクールに5人、岡山大学の授業
科目に9人、愛媛大学のPBLに14人の学
生が参加するとともに、同事業による
協働を継続するため、愛媛大学工学部
との学部間協定を締結した。 
情報技術人材育成および学生のキャ

リア形成のため、岡山県立大学協力会
及びシステムエンジニアリング岡山と
連携して業種説明会・業界説明会を学
内で開催した。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［３］ 
・デザイン学部 

デザイン学部では、人間・社会・
自然との調和を目指したデザイ
ン・建築を創造できる人材教育を
目指し、学部の基礎的な共通教育
に加えて、実学教育を中核とした
各分野の専門教育により、地域社
会や国際社会の持続的発展に貢
献できるスペシャリストを育成
する教育を充実させる。 
特に、建築分野においては、イ

ンテリアから建築設計を中心に、
地域計画に至るまで、建築に関わ
る幅広い知識と高度な技能を修
得し、建築家や建築分野の専門家
の育成を目指す。 

［３］ 
・デザイン学部 

デザインプロジェクト演習を
見直し充実を図るとともに、地域
の発展に貢献できる人材をより
一層育成していくための新学科
への改編に向け、平成33年度入学
生に対する3ポリシーを策定・公
表する。 

［３］ 
・デザイン学部 
  令和3年度に設置予定の新学科のカ
リキュラムについて、それぞれの学科
の特性に合わせて、プロジェクト演習、
インターンシップ等のキャリア科目を
充実させることにより、地域・国際社
会の発展に貢献できる人材育成を行う
プログラムを策定した。 

  令和3年度入学生に対する3ポリシー
を策定し、令和2年度に公表することと
した。 

（参考指標）([１]～[３]) 
・修業年限内卒業率 
・卒業時及び卒業生に対する調査
による教育満足・充実度等 

・卒業生の就職率(％) 

学部名 
現状(H29

年度卒) 
目標 

保健福祉
学部 

97.7 99.0 

情報工 
学部 

96.9 98.0 

デザイン
学部 

88.1 90.0 

学部計 95.3 97.0 

※就職率＝就職者数／就職希望
者数 

・卒業生の進学率(％) 

学部名 
現状(H29

年度卒) 
目標 

保健福祉
学部 

6.3 8.0 

情報工 
学部 

30.8 32.0 

デザイン
学部 

3.9 5.0 

学部計 15.5  17.0 

※進学率＝進学者数／卒業者数 
・ディプロマ・ポリシー(卒業認定・
学位授与の方針)の検証に基づく
カリキュラム及び実施方法の見
直し状況 

 （参考指標）([１]～[３]) 
・修業年限内卒業率(％) 

学部名 R1実績 

保健福祉学部 93.2 

情報工学部 81.7   

デザイン学部  84.9   

学部計 86.4   

・卒業生の就職率(％) 

学部名 R1実績 

保健福祉学部 100 

情報工学部 98.2 

デザイン学部 93.3 

学部計 97.7 

・卒業生の進学率(％) 

学部名 R1実績 

保健福祉学部 10.8 

情報工学部 31.3 

デザイン学部 8.2 

学部計 18.8 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［４］ 
地域に愛着を持ち、その発展に

寄与する意欲・能力を育むため、
COC+の一環として設置した副専
攻「岡山創生学」の成果を継承し、
さらなる地域連携教育の充実・改
善を図る。 
 

成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業
所に就職した学生の割合(％) 

項目 
現状(H29

年度卒) 
目標 

全学部
平均 

51.8 55.0 

 
（参考指標） 
・地域連携教育の実施状況(地域の
学外関係者による講座数を含
む。) 

［４］ 
副専攻「岡山創生学」の成果を

検証し、検証結果を受けた地域連
携教育の充実・改善策を検討し、
可能なものから実施に移す。 

 
 
 
成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業
所に就職した学生の割合(％) 

項目 H31目標 

全学部平均 52.5 
 

［４］ 
副専攻「岡山創生学」科目を開講し、

地域再生実践論のアンケートでは
93.4％の学生に地域課題への知見の広
がりが確認できた。 

27人の学生を地域創生推進士として
認定した。 
演習科目について、実施内容、受入

団体等の見直しを行い、学生が自ら演
習先を探す等の自主的な参加を図る方
法について試行した。 

 
成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に
就職した学生の割合(％) 

項目 R1実績 

全学部平均 45.8 

（参考指標） 
・地域連携教育の実施状況(地域の学外
関係者による講座数を含む。)  
・社会連携カテゴリー科目の履修状況 

おかやまを学ぶ：417人 
おかやまボランティア論：419人 
おかやまボランティア演習：184人 
地域協働演習：55人 
地域インターンシップ：12人 

［５］ 
地域社会及びその延長上の国

際社会のニーズに即した人材を
適切かつ効果的に育成するとと
もに、教育研究面での本学の特色
を伸長させるため、教育研究組織
の見直しについて検討する。 

［５］ 
平成33年度(2021年度)ポリシ

ーの公表やその後の新学科改編
についての準備を行うとともに、
教育研究組織について継続的に
検証し、必要に応じて見直す。 

［５］ 
令和3年度入学生に対する3ポリシー

を策定し、令和2年度に公表することと
した。 
新設学科に関する国への届出等の準

備については工程どおりに進めてい
る。 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）教育の成果に関する目標を達成するためとるべき措置 

  イ 大学院教育 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［６］  
・保健福祉学研究科 

保健福祉学研究科では、保健・
医療・福祉分野における問題点を
提起してそれを解決し得る高度
な研究能力を持つとともに、専門
職としての知識・技術を身に付け
ることにより、少子・超高齢化と
グローバル化の進む地域社会に
おいて、健康、福祉に関する高度
な課題の解決に貢献できる人材
を育成する教育を充実させる。 

 
成果指標 
・国家試験の合格率(％) 

試験名 
現状(H29

年度) 
目標 

保健師 87.5 90.0 
 

［６］  
・保健福祉学研究科 

国家試験の合格率目標の実現
に向けて指導の充実を図るとと
もに、大学院修了者の進路決定率
の確保を図る。 
 

成果指標 
・国家試験の合格率(％) 

試験名 H31目標 

保健師 90.0 
 

［６］  
・保健福祉学研究科 

イタリアのダンヌンツィオ大学、タ
イのカセサート大学との合同ワーク
ショップ等を実施し、令和2年度から
これらの大学での研修を研究科共通
科目「海外研修(保健福祉学研究)」と
して新設することとした。 
カリキュラムを通して保健師国家

試験に向けた対策講義を実施し、
TOEIC受検推奨と英語教育の充実、希
望職種別の個別指導等、修了者の進路
決定率を確保するための支援を行っ
た。 
国家試験の合格率(100％)は目標値

を上回った。 
 
成果指標 
・国家試験の合格率(％) 

試験名 R1実績 

保健師 100 
 

［７］ 
・情報系工学研究科 

情報系工学研究科では、情報技
術を活用して、人間・社会・自然
との調和を図りながら、グローバ
ルな視野に立って主導的に第4次
産業革命を推し進め、超スマート
社会及び地域社会の中枢で活躍
できる技術者を育成する教育を
充実させる。 

［７］ 
・情報系工学研究科 

カリキュラムの充実を検討す
るとともに、大学院修了者の進路
決定率の確保を図る。 

［７］ 
・情報系工学研究科 
  カリキュラムの充実を図るため、授
業科目計5科目を新設した。 
領域ごとに就職支援ガイダンスを

開催し、OB訪問等にあわせ企業説明会
を学内で延23回開催し、学生のキャリ
アパスに関する認識を高めた。 
情報技術人材育成および学生のキ

ャリア形成のため、岡山県立大学協力
会及びシステムエンジニアリング岡
山と連携して業種説明会・業界説明会
を学内で開催した。 
文科省enPiT事業による協働を継続

するため、愛媛大学大学院理工学研究
科と研究科間協定を締結した。 
進路決定率(97.5％)はわずかに目

標に届かなかった。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［８］ 
・デザイン学研究科 

デザイン学研究科では、グロー
バルな視野と感性を持ち、社会を
的確に捉え、時代の変化を洞察す
ることで、将来予想される問題を
優れたデザインの創出により解
決し、豊かで新しい便利な生活と
文化に寄与できる人材を育成す
る教育を充実させる。 

［８］ 
・デザイン学研究科 

デザイン・マネジメント力を
身に付けた学生を養成するた
め、専攻の構成等の見直しにつ
いて検討する。 

［８］ 
・デザイン学研究科 

ポリシーに基づき、高度専門職業人
としてのデザイナー及び研究者の育
成に努め、進路決定率(100％)は目標
値に達した。 
一方で、定員充足率(34.3％)は低い

状況が続いているため、令和3年度か
らの学科再編に向けて専攻を1専攻に
見直し、定員を削減する方向で検討を
進めた。 

成果指標([６]～[８]) 
・大学院修了者の進路決定率(％) 

項目 
現状(H29

年度) 
目標 

全研究
科平均 

97.8 100 

 
（参考指標）([６]～[８]) 
・各研究科の定員充足率 
・修了時及び修了生に対する調査
による教育満足・充実感等 

成果指標([６]～[８]) 
・大学院修了者の進路決定率(％) 

項目 H31目標 

全研究科平均 100 
 

成果指標([６]～[８]) 
・大学院修了者の進路決定率(％)  

項目 R1実績 

全研究科平均 98.1 

 
（参考指標）([６]～[８]) 
・各研究科の定員充足率(％)※収容定
員に対する充足率 

項目 R1実績 

保健福祉学研究科
(博士前期) 

110 

情報系工学研究科
(博士前期) 

85.6 

デザイン学研究科
(修士) 

34.3 

保健福祉学研究科
(博士後期) 

193.3 

情報系工学研究科
(博士後期) 

72.2 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）教育方法等の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［９］ 
学習成果を上げるため、主体

的・協働的な学び(アクティブ・
ラーニング)の導入・推進など教
育方法の改善を図る。 
 

成果指標 
・アクティブ・ラーニングの推進状
況(2年目以降に具体数値目標等
設定) 

［９］ 
本学のアクティブ・ラーニン

グの定義を策定し、定義に基づ
き実施してい 
る教科を調査し、2年目以降の数
値目標を設定する。 
 

成果指標 
・アクティブ・ラーニングの推進状
況(2年目以降に具体数値目標等
設定) 

［９］ 
アクティブ・ラーニングの定義を定

めるとともに、現状把握のためのアン
ケート調査を行った。この結果に基づ
き、令和2年度以降の成果指標と目標
値を設定した。 

 
成果指標 
・アクティブ・ラーニングの推進状況 
(2年目以降に具体数値目標等設定) 
以下の成果指標と目標値を設定した。 
・アクティブ・ラーニングの導入率 

現状(R1年度) R2目標 

69.0 80以上 
 

［10］ 
学生・教職員の教育研究活動を

推進するため、必要な施設・設備
等の充実を図り、教育研究環境の
改善に努める。 

［10］ 
必要な施設・設備等の充実を図

るため、予算編成時期に合わせ設
備等の要望調査を行い、整備に努
める。 

［10］ 
予算編成時期に合わせ設備等の要

望調査を行い、限られた予算の中で緊
急性等を考慮し、以下の整備を行っ
た。 
・超低温フリーザの更新 

［11］ 
教育プログラム(科目)として、

県内の自治体、企業等へのインタ
ーンシップを実施し、県内企業等
を知る機会を増やすとともに、職
業観の醸成など、学生のキャリア
形成の支援に努める。なお、イン
ターンシップの実施に当たって
は、受入先との連携を密に行うと
ともに、大学において事前学習及
び報告会を実施するなど教育効
果が高まるよう努める。 

 
成果指標 
・長期インターンシップ参加者数
(人) 

項目 
現状(H30

年度) 
目標 

参加者数 55 55 
 

［11］ 
教育プログラム(科目)として

のインターンシップの実施及び
演習先の開拓等の内容の充実を
行う。 

 
成果指標 
・長期インターンシップ参加者数
(人) 

項目 H31目標 

参加者数 55 
 

［11］ 
教育プログラム(科目)として「地域

インターンシップ」及び「エンジニア
リング演習」を開講し、事前学習、演
習、演習先の関係者を招いた成果報告
会等を実施した。 
自治体では新たに県の建築指導課、

岡山市、赤磐市が演習先として加わ
り、企業では登録企業として3社が新
たに加わった。 

 
成果指標 
・長期インターンシップ参加者数(人) 

項目 R1実績 

参加者数 28 

（内訳）地域インターンシップ：12人 
エンジニアリング演習：16人 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

２ 学生の確保に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［12］  
新たな入試制度が始まる平成33 

(2021)年度入試に対応するため学
士課程入学者受入れの方針(アド
ミッション・ポリシー)の見直しと
それに基づく入学者選抜を実施す
るとともに、実施結果の点検・評価
に基づき改善を図る。 
さらに、新高等学校学習指導要

領に基づく教育を受けた平成
37(2025)年度入学生の受入れに向
けて入学者選抜方法やカリキュラ
ムの改善を図る。 
 

（参考指標） 
・入試実施状況、入学者選抜に係る
変更状況 

［12］  
2021年度入試改革に対応し

た各学科のアドミッション・ポ
リシーを公表するとともに、
2021年度入試の変更予告を行
う。 

［12］  
令和3年度入学者選抜における変更

予告(第3報)を公表し、学科改編後の入
学者選抜の方法、試験科目等について
周知した。 
文科省による英語民間試験の活用見

送り及び大学入学共通テストの記述式
問題の導入見送りがあったことから、
アドミッション・ポリシー及び試験実
施教科・科目の配点について再検討の
うえ策定し、令和2年度に公表すること
とした。 

［13］ 
加速する18歳人口の減少により

大学間競争が激化し、かつ、多様化
する入学者選抜に備えて、アドミ
ッション・オフィス機能を整備し、
志願者動向等についての調査・分
析による入学者選抜等の改善を図
るとともに、本学の教育研究の特
色・強みを効果的に周知するため、
戦略的な入試広報の充実を図り、
本学への志願者数を維持する。 
 

成果指標 
・一般前期入試での志願倍率(倍) 

項目 
現状(H26
－ H31 年
度入試) 

目標 

全学部
平均 

3.2 3.2以上 
 

［13］ 
アドミッション・オフィス機

能のあり方について検討を進
める。 
 

成果指標 
・一般前期入試での志願倍率(倍) 

項目 H31目標 

全学部平均 3.2以上 
 

［13］ 
アドミッション・オフィス機能、体

制について検討し、令和2年度からアド
ミッション・高大連携センターを設置
することとした。 

 
成果指標 
・一般前期入試での志願倍率(倍) 

項目 R1実績 

全学部平均 2.6 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［14］ 
高校生のための大学授業開放や

高校への講師派遣、高校の進路指
導担当教員との意見交換会など、
各種の高大連携事業の方法・内容
の改善を図るとともに、効果的な
事業の開発、推進を図る。 
 

（参考指標） 
・高大連携における教育的事業／広
報的事業の実施状況(件数等) 

［14］ 
高大連携に係る既存事業に

ついて、これまでの年度総括だ
けでなく、年度途中の実施状況
が学内で共有できるようにす
る。また、個々の事業について、
高等学校及び学生の情報収集
と、本学の情報提供の充実の2
つの観点で見直しを行う。 

［14］ 
高大連携事業の平成27年度から令和

元年度途中までの実績を集約したが、
実施状況を学内に共有する仕組み作り
は実施できなかった。 
県内高校との連携強化に向け、県内

高校長との間で高大連携推進作業部会
を2回、高等学校校長協会との懇談会、
進路指導担当教員との意見交換会、高
校生のための大学授業開放を各1回実
施した。 
次年度に向けて、高校教員向け情報

教育及び高校生と本学学生の地域にお
ける探求学修成果報告会の実施、「高
校生のための大学授業開放」の拡大実
施について合意した。 
 

（参考指標） 
・高大連携における教育的事業／広報的
事業の実施状況(件数等) 

  高大連携推進作業部会：2回 
  高等学校校長協会との懇談会：1回 
  進路指導担当教員との意見交換会：1回 

高校生のための大学授業開放：1回 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 学生の支援に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）学習支援の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［15］ 
附属図書館において、学生等の

多様なニーズに応えるため、学習
空間の提供、教育研究・学習に必要
な資料の整備・充実、教育研究支援
等、図書館サービスの充実に取り
組む。 
 

（参考指標） 
・附属図書館の利用状況及び満足度 

［15］ 
図書館の利用状況・満足度

等の調査分析、電子書籍導入
検討、電子ジャーナルを見直
す。また、「選書ツアー」「ブ
ックフェア」「学生希望図書」
等の取組を行う。 

［15］ 
全学学生アンケートにおいて図書館

に関する調査を実施し、図書館の利用状
況・満足度の把握と、サービスの充実に
活用することとした。 
全教員を対象に調査を実施し、電子ジ

ャーナルの見直しを行った。 
また、「選書ツアー」「ブックフェア」

を開催し、学生目線での選書により約
350冊の図書を購入した他、「学生希望
図書」について年間73件の申し込みを受
ける等、学生のニーズに対応した。 
学内プロジェクトNBR(Nature Based 

Rehabilitation)研究会との恊働による
学外者を対象としたワークショップを
図書館エントランスで開催するととも
に、関連図書を特集し、図書館の利用促
進を図った。 

［16］ 
アクティブ・ラーニングに対応

する教室や自習環境の充実、学習
環境整備や学内の連携体制などを
工夫・改善し、学習支援の充実に取
り組む。 

 
成果指標 
・アクティブ・ラーニングの推進状況
(2年目以降に具体数値目標等設
定)（再掲：９） 

 
（参考指標） 
・学生の自習状況及び学内の自習環
境に対する利用状況・満足度(演
習室の延べ利用者数、自習に関す
るアンケート) 

［16］ 
学生の自習状況及び学内の

自習環境に対する利用状況・
満足度(演習室の延べ利用者
数、自習に関するアンケート)
等を分析・検証し学習支援の
充実に生かしていく。また、ア
クティブ・ラーニングの定義
を策定し、定義に基づき実施
している教科を調査し、2年目
以降の数値目標を設定する。 

 
成果指標 
・アクティブ・ラーニングの推進
状況(2年目以降に具体数値目
標等設定)（再掲：９） 
本学におけるアクティブ・

ラーニングの定義を策定し、
定義に基づき実施している教
科を調査し、２年目以降の数
値目標を設定する。 

［16］ 
アクティブ・ラーニングの定義を定め

るとともに、現状把握のためのアンケー
ト調査を行った。この結果に基づき、令
和2年度の数値目標を設定した。 
また、教育満足度調査について検討

し、設問案等が提案、試験的なアンケー
トを実施し、文科省や他のアンケートと
の統合化に向けての検討素材を得るこ
とができた。 

 
成果指標 
・アクティブ・ラーニングの推進状況(2年目
以降に具体数値目標等設定)（再掲：９） 
以下の成果指標と目標値を設定した。 
・アクティブ・ラーニングの導入率 

現状(R1年度) R2目標 

69.0 80以上 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［17］ 
学修支援体制の充実を図るた

め、学生毎にアドバイザー教員を
決め進路や学業などの相談を受け
るアドバイザー制度及び教員が学
生の訪問時間帯を設けて研究室で
待機し、授業等の疑問点や個人的
な悩みなどの相談を受けるオフィ
スアワーを活用するとともに、学
生に授業等の補助を担わせるスチ
ューデント・アシスタント制度の
整備に努める。 
 

（参考指標） 
・スチューデント・アシスタント(SA)
制度の整備・利活用状況、アドバイ
ザー面談、オフィスアワーの実施
状況(関連：第２－３－(２)生活支
援の充実) 

［17］ 
アドバイザー面談、オフィ

スアワーを実施するととも
に、スチューデント・アシスタ
ント(SA)制度の整備・利活用
に向けた検討を行う。 

［17］ 
アドバイザー面談の実施率は、前年度

(前後期全体で在学生数の79.6%)と比較
し大幅に上昇し、今年度は92.4%となっ
た。また、面談期間を設定して周知を図
った。オフィスアワーについては、随時
行った。 
アドバイザー面談の報告様式を取り

まとめ、各学部の面談において活用する
こととした。 
スチューデント・アシスタント(SA)制

度について、本学における関連する既存
の活動を調査するとともに、他大学の調
査を進め、次年度以降の制度整備の基盤
となる情報が得られた。 

 

［18］ 
  学生の豊かな人格形成に資する
ため、大学との連携の下、学生が主
体となり学内外のボランティア活
動や授業、教育、学内環境改善等に
関わる活動である学生FD(ファカ
ルティ・ディベロップメント)活動
を推進するなど、学生の主体性を
尊重した正課外活動支援体制の整
備に努める。 

 
（参考指標） 
・学生の正課外活動への支援状況 
・正課外ボランティア活動への参加
状況(参加要請数、参加延学生数) 

［18］ 
  2019年度に新設の「キャリ
ア・学生生活支援センター」の
「正課外・ボランティア支援
部門」を中心に、学生の積極的
なボランティア活動を促すた
めの推進・管理体制の整備に
ついて検討するとともに、ボ
ランティア活動に関する情報
提供や活動支援を行う。 

［18］ 
共通教育科目「大学で学ぶ」等を通じ

て、広く学生にボランティア登録を呼び
かけ、これまでの登録数(約60人)を大幅
に超える139人が新たに登録した。 
ボランティア研修会、地域活動学生ネ

ットワーク「かたりば」を14回実施し、
学生のボランティア活動を支援した。 
本学の学生ボランティア団体登録の

運用スキームをまとめ、適切に運用を行
っていくこととした。 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 学生の支援に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）生活支援の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［19］ 
学生のメンタルサポートのため

に、学生相談体制の充実を図るとと
もに、保健室、アドバイザー教員と
連携した支援に努める。 
また、奨学金制度や授業料減免制

度について周知を図り、財源に応じ
た経済支援を行うほか、国の高等教
育段階の教育費負担軽減新制度(平
成32 (2020)年度開始予定)に備え、
必要に応じ準備・適用を行う。 
 

（参考指標） 
・各窓口の利用状況 
・退学・休学者数 
・修業年限内卒業率 
・スチューデント・アシスタント(SA)
制度の整備・利活用状況、アドバイ
ザー面談、オフィスアワーの実施状
況(再掲：17) 

・減免適用状況(学生数・減免総額) 
(※平成32(2020)年度から適用となれ
ば国の給付型奨学金の適用状況) 

［19］ 
学生のメンタルサポートのた

めに、相談体制充実の検討や、保
健室、アドバイザー教員と連携し
た支援に取り組む他、学修面のサ
ポートのために、アドバイザー面
談やオフィスアワーの実施、スチ
ューデント・アシスタント(SA)制
度の整備・利活用に向けた検討を
進め、さらには、経済的に困窮す
る学生のための奨学金・授業料減
免等の周知を図り、財源に応じた
経済支援を行う他、国の新たな経
済的負担軽減制度(2020年度開
始)の動向を注視しながら、必要
に応じ対応していく。 

［19］ 
精神科の学校医を委嘱し、教職

員向けの定期的な研修(年3回)や、
本学カウンセラーへ事例対応のア
ドバイスを受けることが可能とな
った。 
高等教育の修学支援新制度の支

援対象大学の認定を受け、令和2年
度から修学支援新制度により学生
の支援を行うこととなった。 

 
・各窓口の利用状況(延べ人数) 
  学生相談室：学生213人 

その他13人 
  保健室：425人 
・退学・休学者数 
  退学者：学部27人、大学院4人 
  休学者：学部30人、大学院8人 
・修業年限内卒業率 
  学部：86.4％ 
  大学院(博士前期・修士)：81.8％ 
  大学院(博士後期)：36.4％ 
・減免適用状況 

申請件数：123件 
  （採用：95件、不採用：28件） 

［20］ 
障がい学生等が充実した生活を送

ることができるよう合理的配慮の充
実に努める。 

 
（参考指標） 
・配慮要請件数と合理的配慮提供件数 

［20］ 
2019年度に新設の「キャリア・

学生生活支援センター」の「学生
生活支援部門」を中心に、学内で
障がいを持つ学生をサポートす
る学生活動団体とも連携し、全学
的な対応により障がいを持つ学
生に合理的配慮を提供するとと
もに、提供内容の充実に向けた検
討を行う。 

［20］ 
平成30年度までに合意形成を図

った学生(5人)に対して、継続的に
合理的配慮を実施した(トイレ介
助、通学介助、学ぶ場の提供、講義
における配慮等)。 
新たに支援を申し出た学生3人

に対して、関係教職員で合理的配
慮の実施に努めた。 
視覚障がいに対する配慮として

視覚的教材の工夫を全教員に対し
て周知した。 
一方で、ハード面での支援の充

実については、前年度までにスロ
ープの設置や音響設備の整備等を
行い、更なる充実を図っているが、
財政的な理由から今年度は進まな
かった。 

 
（参考指標） 
・配慮要請件数：8件 
合理的配慮提供件数：8件 

 

  



 

19 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 学生の支援に関する目標を達成するためとるべき措置 

（３）就職支援の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［21］ 
これまで学部学科別等、個別に

実施していた就職支援について情
報を共有するとともに、学生への
多様な就職支援策を充実させるた
め、キャリア形成支援及び学生生
活支援の柱となるキャリア・学生
生活支援センター(仮称)を設置
し、各種支援を充実させる。 
 

成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業
所に就職した学生の割合(％)（再
掲：４） 

項目 
現状(H29

年度卒) 
目標 

全学部
平均 

51.8 55.0 

 
（参考指標） 
・就職満足度(卒業時アンケート) 
・卒業生の就職率(％) 

学部名 
現状(H29

年度卒) 
目標 

保健福
祉学部 

97.7 99.0 

情報工
学部 

96.9 98.0 

デザイ
ン学部 

88.1 90.0 

学部計 95.3 97.0 

※就職率＝就職者数／就職希望者 

［21］ 
 2019年度に新設の「キャリ
ア・学生生活支援センター」の
「キャリア支援部門」による就
職満足度等を調べるための卒
業時アンケートを実施、県内の
事業所に就職した学生の割合
や、希望や能力に応じた就職を
実現しているかなどを把握し、
キャリア・学生生活支援センタ
ーの「就職支援部門」、COC+推
進室など関係部署とも情報共
有しながら、学生の就職やキャ
リア形成支援に向けた各種支
援策を検討していく。 
 

成果指標 
・就職した学生のうち、県内の
事業所に就職した学生の割合
(％)（再掲：４） 

項目 H31目標 

全学部平均 52.5 
 

［21］ 
新設した就職支援窓口を含めた支

援体制の周知および学生へのきめ細
かな指導を意識して、学内カウンセラ
ー2人による就職ガイダンス実施数を
増やした(前年度14件→34件)。また、
来学企業対応窓口を設置し特に県内
企業と学生とのマッチングを図った。 
学生生活アンケートにより就職支

援窓口・就職相談室の就職先情報の入
手先としての貢献度(前年度4.4％→
37.5％：4年生対象)、就職NAVI・就職
資料室・掲示板の貢献度(前年度合計
11％→60％：4年生対象) はともに上
昇したことを確認した。一方で、ガイ
ダンス参加者数(前年度約600人→約
500人)、相談件数(前年度約1,400人→
1,000人)は減少した他、県内就職率は
46％に留まった。 

 
成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に
就職した学生の割合(％)（再掲：４） 

項目 R1実績 

全学部平均 45.8 

 
（参考指標） 
・卒業生の就職率(％) 

学部名 R1実績 

保健福祉学部 100 

情報工学部 98.2 

デザイン学部 93.3 

学部計 97.7 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［22］ 
企業等へのインターンシップに

関する情報提供及び機会創出と併
せて、学生のキャリア形成を支援
する科目を充実させることで学生
の主体的な職業選 
択を促し、職業意識を醸成させる。 

 
成果指標 
・長期インターンシップ参加者数(人)
（再掲：11） 

項目 現状(H30
年度) 

目標 

参加者数 55 55 

 
 
 
 
（参考指標） 
・インターンシップ実施状況(参加延
学生数等) 

・キャリア形成を支援する科目の履
修登録者数 

・各種就職ガイダンスの実施状況 

［22］ 
 2019年度に新設の「キャリ
ア・学生生活支援センター」の
「キャリア形成支援部門」およ
び「就職支援部門」やCOC+推進
室を中心に、インターンシップ
等の学生が県内企業を知る機
会を増やす情報提供、キャリア
形成支援科目等の内容充実、就
職ガイダンスの実施及び事業
の内容充実に向けた検討を行
う。 

 
 
 
 
 
 
成果指標 
・長期インターンシップ参加者数
(人)（再掲：11） 

項目 H31目標 

参加者数 55 
 

［22］ 
総社市や各種民間企業のインター

ンシップ情報の提供を行った。総社市
インターンシップ参加学生数は11人
であった。 
キャリア形成支援につながる科目

(「社会で生きる力を学ぶ」)を新設し、
次年度から実施することとなった。 
就職カウンセラーによるガイダン

ス・セミナーを前年度よりも多く実施
した(前年度14件→34件)。 

 
 
 
 
 
 
 
成果指標 
・長期インターンシップ参加者数(人) 
（再掲：11） 

項目 R1実績 

参加者数 28 

（内訳）地域インターンシップ：12人 
エンジニアリング演習：16人 

（参考指標） 
・インターンシップ実施状況(参加延学
生数等) 
総社市インターンシップ 
参加学生数：11人 

・各種就職ガイダンスの実施状況 
実施件数：34件 
参加学生数：約500人 

［23］ 
卒業生に対して同窓会や各種フ

ォーラム等への積極的な参加を呼
びかけ、連携を深めることにより、
在学生に対する助言・指導等の協
力を得られるよう努める。 

 
（参考指標） 
・県大吉備塾等、卒業生に協力を求
める取組状況 

［23］ 
2019年度に新設の「キャリ

ア・学生生活支援センター」の
「キャリア支援部門」を中心に
「県大吉備塾」を実施し、県内
外で活躍する本学卒業生を招
き、仕事内容や業界情報、在学
時の取組などの情報や知識を
深め、就職やキャリア形成に対
するモチベーションをアップ
する取組を行うとともに、事業
の内容充実に向けた検討を行
う。 

［23］ 
県大吉備塾を8回にわたり実施し、

324人の学生が参加し、参加した学生
からはいずれの回も高い評価(満足
度、学生生活および就職活動における
貢献度)が得られた。 
Reunion Day(3学部合同の同期会事

業)開催協力により卒業生とのネット
ワークづくりなど多面的な機会創出
に寄与した。 
各学科のキャリア支援活動を大学

ホームページに掲載した。 
卒業生アンケートを試行的に実施

し、整備を図った。 
 
（参考指標） 
・県大吉備塾実施状況 
 実施回数：8回 
参加学生数：324人 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ 研究に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）研究の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［24］ 
学内の競争的研究資金のあり方

を見直し、本学の研究活動におけ
る特色・強みを明確化するととも
に、産業の振興や地域課題の解決
の観点も踏まえ、重点的に取り組
むべき研究分野を示し、研究力向
上及び研究活動の活性化を図る。 

 
（参考指標） 
・研究活動の特色や重点研究分野の
明確化に関する推進状況 

・研究活性化の状況 

［24］ 
重点的に取り組む研究分野

を検討するとともに、学内競争
的資金制度(審査スケジュー
ル、評価方法)を見直す。 

［24］ 
本学の研究活動における特色・強み

を明確化するために、今年度より学内
競争的資金を統一スケジュールのもと
で戦略的に交付する方式に変更し、特
別研究費、国際交流活動費、地域連携
事業費、企業人材育成事業費の4区分で
募集・審査を行った。また、特別研究
費のうち重点領域研究については、「健
康・福祉」「地域・環境」「モノ・コ
トづくり」を本学が重点的に取り組む
べき領域として指定した。 

［25］ 
競争的研究資金及び国・民間等

の公募型研究助成事業への積極的
な申請を奨励するとともに、採択
率の向上に努める。 

 
成果指標 
・公募型研究助成事業の採択数(科学
研究費補助金を除く。)(件) 

項目 
現 状 (H25 －

H30.11 月時点

の平均) 
目標 

件数 21.5 25 

※「国・省庁の政府系助成金」及び
「民間からの助成金」 

 
・科学研究費補助金採択率(％) 

項目 
現状(H25－
H30 年 度 平
均) 

目標 

採択率 24.9 27 

※第3期中期計画の期間において、
経過年度の平均値で評定 

（関連：第３－２－(1)） 

［25］ 
科学技術振興機構や一般助

成財団等の研究助成費に関す
る公募情報を提供して積極的
な公募を促すとともに、科学研
究費助成事業について、計画書
作成研修会や添削支援を行い、
新規採択率の向上を目指す。 

 
成果指標 
・公募型研究助成事業の採択数
(科学研究費補助金を除く。) 
(件) 

項目 H31目標 

件数 21 

※「国・省庁の政府系助成金」
及び「民間からの助成金」 

 
・科学研究費補助金採択率(％) 

項目 H31目標 

採択率 24.0 

※第3期中期計画の期間におい
て、経過年度の平均値で評定 

（関連：第３－２－(1)） 

［25］ 
研究助成費の獲得を促すために、本

学HPに外部競争的資金の公募情報をま
とめて掲載することを始めた。 
科研費獲得額の向上を図るために、

申請のあった5人の教員について、外部
業者の添削による計画書の提出前検討
を実施した。 
外部講師を招聘して、科研費計画書

作成研修会を開催し、前年を大幅に上
回る30人の教員が参加した。 
科学研究費の新規採択率は30.3%と

大きく向上した。 
 

成果指標 
・公募型研究助成事業の採択数(科学研
究費補助金を除く。)(件) 

項目 R1実績 

件数 21 

※「国・省庁の政府系助成金」及び「民
間からの助成金」 

 
・科学研究費補助金採択率(％) 

項目 R1実績 

採択率 30.3 
 

 
  



 

22 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ 研究に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）多様な研究活動の展開に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［26］ 
企業・団体等との連携研究によ

り、産業界の発展に寄与する研究
を充実する。併せて、共同研究費
等の獲得に向けた取組を行う。 

 
成果指標 
・地域の企業・団体等との共同研究
費・受託研究費・教育研究奨励金
の獲得状況(合計)(件、千円) 

項目 
現状(H24
－H29年
度平均) 

目標 

件数 109.5 130 

金額 86,600 100,000 

※件数又は金額を到達基準とする 

［26］ 
アクティブ・ラボ、各種セミナ

ー等への参加状況と共同研究等
の獲得状況を比較分析し、本学の
研究シーズと社会ニーズのマッ
チングを進める。 

 
成果指標 
・地域の企業・団体等との共同研究
費・受託研究費・教育研究奨励金
の獲得状況(合計)(件、千円) 

項目 H31目標 

件数 115 

金額 80,000 

※件数又は金額を到達基準とする 

［26］ 
アクティブ・ラボは78件の実施があ

り、参加教員は32人(延べ100人)であ
った。 
共同研究費等の獲得状況を比較分

析し、外部資金の獲得やアクティブ・
ラボ等が一定教員に偏っていること
が確認できたため、間口を広げる方策
について検討を開始した。 
また、中小企業との仲介を担う銀行

との関係を密にする方策についても
検討を開始した。 
共同研究費・受託研究費・教育研究

奨励金の獲得額(80,607千円)は目標
に達した。 
共同研究費・受託研究費・教育研究

奨励金の獲得額(80,607千円)は目標
に達した。 

 
成果指標 
・地域の企業・団体等との共同研究費・
受託研究費・教育研究奨励金の獲得状
況(合計)(件、千円) 

項目 R1実績 

件数 110 

金額 82,620 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［27］ 
本学の専門分野の特性を生か

して、学部を越えた分野連携によ
る新規性の高い研究開発を積極
的に推進する。 

 
（参考指標） 
・学部を越えた分野連携による研
究状況(件数、参加人数、成果等) 

［27］ 
学部を越えた研究分野の連携

を推進するとともに、学内競争的
資金制度(審査スケジュール、評
価方法)を見直す。 

［27］ 
学部の枠を超えた学際的研究を促

進するために、特別研究費のうち重点
領域研究について、異なる学部の教員
が協力して進める課題に限定して募
集を行う方式に変更し、同研究助成に
より7件の研究課題に取り組んだ。 
県内企業との共同研究の推進に向

けて、本学の研究シーズを広く県内に
発信するためのパネル展示を県庁県
民ホールにて開催した。 

 
（参考指標） 
・学部を越えた分野連携による研究状況 
 重点領域研究：7件 

研究課題名 
参加

人数 

ヒューマンケアリングを中心と

したカリキュラムの作成 
7人 

高齢者施設における栄養・腸内

環境とフレイルの関係 
6人 

岡山の自然資源を活用した多世

代交流拠点の創生：キャンパス

内緑地における自然教育プログ

ラムの開発 

10人 

ai-Okayama Society 5.0 インテ

グレーションコア 
11人 

人を引き込む身体的インタ
ラクション・コミュニケーシ
ョン技術 

14人 

ものづくりを支援する数値
解析法に関する研究 

8人 

地域連携を基盤とする生活
習慣改善に伴う身体の応答・
適応の評価を目的とする介
入試験 

7人 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ 研究に関する目標を達成するためとるべき措置 

（３）研究成果の還元に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［28］ 
地域の活性化や産業振興に貢献

するため、地域ニーズの把握に努
め、本学の専門分野における知的
資源の提供を行うことにより、地
域社会が抱える課題への提言・助
言を行うシンクタンク的役割を果
たす。 

 
（参考指標） 
・地域課題への研究成果の還元、政策
課題への提言・助言の実績 

・OPUフォーラム等における県内企業
成果展示件数 

・自治体等からの委員の委嘱件数 
・自治体等への講師派遣件数 

［28］ 
地元企業の技術力向上を図るた

め、本学教員のシーズを活用した
各種講習会や県と連携した寄附講
座を開催する。 

［28］ 
平成30年度に実施した協力会参

加企業からのアンケートにより、
今年度の業種説明を前倒し計画
し、実施に向け準備した。また、企
業の現場担当者の意見を吸い上げ
るため、教員とコーディネータが
企業訪問を行った。 
企業人材育成のための講習会を

開催し、参加者からはおおむね好
評であった。 
OPUフォーラム2019を本学で開

催し、本学教員の展示や企業・団体
等の展示175件の他、本学の特長を
生かした健康測定・体験コーナー
を設置した。また、新たに県内高校
生を団体で受け入れる等、学内・学
外ともに参加者が増加し1,091人
となった。 

 
（参考指標） 
・OPUフォーラムにおける県内企業成
果展示件数：30件 

・自治体等からの委員の委嘱件数 
  岡山県：55件 
  市町村：74件(うち県内67件) 
  国・独立行政法人：11件 
・自治体等への講師派遣件数 
  岡山県：19件 
  市町村：25件(うち県内23件) 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

５ 地域貢献に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）地域連携教育の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［再掲：４］  
地域に愛着を持ち、その発展

に寄与する意欲・能力を育むた
め、COC+の一環として設置した
副専攻「岡山創生学」の成果を
継承し、さらなる地域連携 
教育の充実・改善を図る。 

 
成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事
業所に就職した学生の割合
(％)（再掲：４） 

項目 現状(H29
年度卒) 

目標 

全学部
平均 

51.8 55.0 

 
（参考指標） 
・地域連携教育の実施状況(地域
の学外関係者による講座数を
含む。)（再掲：４） 

［再掲：４］  
副専攻「岡山創生学」の成果

を検証し、検証結果を受けた地
域連携教育の充実・改善策を検
討し、可能なものから実施に移
す。 

 
成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事
業所に就職した学生の割合
(％)（再掲：４） 

項目 H31目標 

全学部平均 52.5 
 

［再掲：４］  
  副専攻「岡山創生学」科目を開講し、地
域再生実践論のアンケートでは93.4％の
学生に地域課題への知見の広がりが確認
できた。 
27人の学生を地域創生推進士として認

定した。 
演習科目について、実施内容、受入団体

等の見直しを行い、学生が自ら演習先を
探す等の自主的な参加を図る方法につい
て試行した。 

 
成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に就職
した学生の割合(％)（再掲：４） 

項目 R1実績 

全学部平均 45.8 

 
（参考指標） 
・地域連携教育の実施状況(地域の学外関係
者による講座数を含む。)（再掲：４） 
・社会連携カテゴリー科目の履修状況 

おかやまを学ぶ：417人 
おかやまボランティア論：419人 
おかやまボランティア演習：184人 
地域協働演習：55人 
地域インターンシップ：12人 

 

［29］ 
SDGs（持続可能な開発目標）

の理念を意識した地域連携教
育に取り組み、理念の普及と社
会貢献活動を推進する。 

 
（参考指標） 
・地域住民等を対象とした各種講
演・講座等の開催状況(趣旨・回
数・参加者数) 

［29］ 
地域のニーズに応じた地域

住民等を対象とした各種講演・
講座の開催等、SDGsの理念を意
識した地域連携教育を実施す
る。 

［29］ 
大学のシーズの集約と、自治体が把握

しているニーズとの調整により、事業の
マッチングを行い、地域と大学の協働事
業「コミュニティキャンパスおかやま」と
して、プログラミング、健康、運動、食育、
子育て支援の講座、バイオリン教室等13
事業を実施し、588人が参加した。 

 
（参考指標） 
・地域住民等を対象とした各種講演・講座等
の開催状況(趣旨・回数・参加者数) 
・コミュニティキャンパスおかやま 

実施件数：13件 参加人数：588人 
 ・自治体等との域学連携事業 
   実施件数：7件 参加人数：約3,500人 

(人数はイベント等全体の参加者を含む) 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

５ 地域貢献に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）地域貢献活動の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［30］ 
本学の教育研究資源を生か

して地域の課題解決に取り組
むため、地域との連携による協
働事業を推進するとともに、各
種講演・講座やワークショップ
等のプログラムの充実を図る。 

 
（参考指標） 
・地域住民等を対象とした各種講
演・講座等の開催状況(趣旨・回
数・参加者数)（再掲：29） 

［30］ 
地域のニーズに応じ、地域住

民等を対象とした各種講演・講
座等を開催する。 

［30］ 
大学のシーズの集約と、自治体が把握

しているニーズとの調整により、事業の
マッチングを行い、地域と大学の協働事
業「コミュニティキャンパスおかやま」と
して、プログラミング、健康、運動、食育、
子育て支援の講座、バイオリン教室等13
事業を実施し、588人が参加した。 

 
（参考指標） 
・地域住民等を対象とした各種講演・講座等
の開催状況(趣旨・回数・参加者数) 
・コミュニティキャンパスおかやま 

実施件数：13件 参加人数：588人 
 ・自治体等との域学連携事業 
   実施件数：7件 参加人数：約3,500人 

(人数はイベント等全体の参加者を含む) 

  



 

27 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

６ グローバル化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［31］ 
国際交流の内容を精査し、今

後に向けた国際交流協定校等
との交流のあり方について検
討を進め、必要に応じて見直す
などにより、国際交流協定校等
との教育研究における交流の
充実を図る。 

 
（参考指標） 
・国際交流協定締結校との交流実
績(教育・研究) 

・(上記実績を踏まえた)国際交流
協定校等との交流内容の充実
に向けた検討・見直し状況 

［31］ 
国際交流協定締結校等

との交流実績を検証し、
交流内容の充実に向けた
全学方針を策定する。 

［31］ 
グローバル人材の育成に戦略的に取り組むた

め、組織体制と業務内容を見直し、令和2年度か
ら国際交流センターに代わりグローバルラーニ
ングセンターを設置することとした。 
今年度に整理した実績、現状及び今後の課題

を踏まえて、グローバル化に関する基本方針
(案)を作成した。 

 
（参考指標） 
・国際交流協定締結校等との交流実績 
・海外での研修(授業科目) 

  語学文化研修 
実施件数：1件 参加学生数：5人 

  海外研修(保健福祉学) 
   実施件数：2件 参加学生数：24人 
・留学生受入 

出身 
学部生 

(うち研究生) 

大学院生 

博士前期 

・修士 

大学院生 

博士後期 

韓国 3(1) 1  

中国 2 2 1 

台湾 1 1  

インドネシア   2 

タイ 1(1)＊   

ネパール   1 

  ＊約2カ月間の短期受入 

・留学生派遣 

派遣先 期間 備考 

香港 約 1カ月半 
トビタテ！留学JAPAN 

全国コース採択 

フィンランド 約 7カ月 
トビタテ！留学JAPAN 

地域人材コース採択 

・その他 
学生派遣プログラム(スタディツアー等) 
実施件数：6件 参加学生数：26人 

海外からの学生等受入事業 
実施件数：3件 受入人数：20人 

外部資金獲得 
JST 日本・アジア青少年サイエンス交流事業
「さくらサイエンスプラン」：1件 
JASSO 海外留学支援制度(協定派遣)：1件 

 
・国際交流協定校等との交流内容の充実に向けた
検討・見直し状況 
ダンヌンツィオ大学(イタリア)及び台南芸術

大学(台湾)と大学間協定を締結した。 
カセサート大学(タイ)及びダンヌンツィオ大

学(イタリア)での大学院生向け研修「海外研修
(保健福祉学研究)」を作成し、令和2年度からの
科目として新設した。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［32］ 
グローバル化に対応したコ

ミュニケーション能力を向上
させるため、英語による講義・
演習の充実等、主に実践的な英
語力の修得を目指す教育を推
進する。 
 

成果指標 
・TOEIC平均点の1年次から2年次
への伸び幅(点) 

項目 
現状(H28入
学生の1年
次→2年次) 

目
標 

伸び幅 0.42 5.0 

※第3期中期計画の期間におい
て経過年度の平均値で評定 

(2年目以降にTOEIC上位得点者
数等に関する指標を設定) 
 

（参考指標） 
・英語による講義・演習の実施状況 

［32］ 
 セメスター制の開講形
式について目的に沿った
運用を行うとともに、講
義・演習の進め方等につ
いて、次年度に向けて必
要な改善を図る。また、
e-learning教材の評価と
見直しを行い、あわせて
CALLシステムを含むPC演
習室の次期仕様検討（試
行含む）に着手する。 
 

成果指標 
・TOEIC平均点の1年次から
2年次への伸び幅(点) 

項目 H31目標 

伸び幅 0以上 

※第3期中期計画の期間
において経過年度の平
均値で評定 

・TOEIC上位得点者数等の追
加指標と評定目安を設定 

［32］ 
  全員受験のTOEIC L&R IPテストを2回実施(1
年次5月、2年次12月)した。 
無線LAN利用授業を前期、後期を通して複数の

クラスで実施した。 
e-learning教材の見直しに伴い新しいテキス

トを編纂し、次年度から授業導入することとし
た。 
TOEIC L&R IPテストの1年次から2年次への伸

び幅は、平均点が△24.85と目標値を下回った。 
 
成果指標 
・TOEIC平均点の1年次から2年次への伸び幅(点) 

項目 R1実績  

伸び幅 △24.85 

 
・TOEIC上位得点者数等の追加指標と評定目安 

TOEIC 550点以上取得学生の1年次から2年次
への伸び幅(点)を評定目安に追加した。 

項目 R2目標 

伸び幅 0以上 
 

 

  



 

29 

第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）機動的かつ効率的な運営体制の構築に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［33］ 
法人運営に関する共有意識を

高めることにより、教職員のより
一層の運営への参加を促すとと
もに、理事長(学長)のリーダーシ
ップの下、内部統制システムの整
備・強化により、業務の適正な執
行を行う。 

 
（参考指標） 
・法人運営に関する情報等の公表
(及び共有意識の向上に寄与する
取組の実施)状況 

［33］ 
理事長(学長)のリーダーシッ

プ強化につながる取組を行うと
ともに、平成30年度末に整備した
内部統制システムに基づき、モニ
タリングを実施し、リスクの識
別、分析及び評価を行う。 

［33］ 
内部統制規程制定後の初年度であっ

たため、事務局総務業務(権限と責任、
執行体制、人員管理、雇用管理他4項目)
に限定してリスクの洗い出しを行い、
3月にモニタリング(内部監査)を実施
した。令和2年度以降において事務局及
び各学部、センターのリスク評価に係
るリスク洗い出し及びその対応を順次
行うこととした。 

［34］ 
全学の運営組織体制を経営的

な視点を持って不断に検証し、見
直すことにより効率的かつ効果
的に大学を運営する。 
 

（参考指標） 
・運営組織体制の見直し状況 

［34］ 
組織体制等の見直しに伴う人

件費など、収支に大きな影響を及
ぼす案件について、経営的視点で
検証し見直す。 

［34］ 
令和元年度補正予算、令和２年度当

初予算の状況を勘案しながら、第３期
中期計画期間における収支見通しを更
新し、財務状況について随時検証を行
った。 

［35］ 
教職相互が大学運営上の目標

や課題を共有し、教員と職員との
協働性の向上を図りながら、課題
解決のための教職協働の仕組み
づくりと運用を進める。 

 
（参考指標） 
・学内外の研修への参加状況 

［35］ 
 岡山県立大学職員研修計画
(2017年度作成、3か年計画)に基
づき、研修を実施する。また、次
年度(2020年度)以降における研
修計画を策定する。 

［35］ 
現行の研修計画に基づき、学内研修

を計4回開催した(延べ148人受講)。岡
山県主催の研修に11人、公大協等主催
の研修に7人の職員をそれぞれ派遣し
た。また、令和元年度で期間満了を迎
えた研修計画を踏まえ、次期3か年に係
る研修計画(令和2年度～)を策定した。 

 
（参考指標） 
・学内外の研修への参加状況 
学内研修 
第1回事務職員研修：9人 
ハラスメント全体研修：88人 
ハラスメント相談員向け研修：10人 
接遇マナー研修：41人 

自治体研修 
初任者研修：2人 
プレステージ研修：9人 

公大協研修 
公立大学セミナー：2人 
教務事務セミナー：3人 
会計基礎セミナー：1人 

その他 
公立大学を活かしたまちづくり：1人 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［36］ 
法人職員に求められる能力開

発のため、人材育成方針を策定す
るとともに、専門性・企画立案能
力等の向上を目指した個人の業
務に関する目標管理・評価手法の
見直しを行う。 

  また、法人の将来を担う優秀な
人材確保のため、他大学等での実
務経験や専門的な資格を有する
者の採用など、長期的な運営体制
の構築を念頭に置いた計画的な
職員採用に取り組む。 

 
（参考指標） 
・法人職員の人材育成方針の作成
と推進状況 

［36］ 
 優れた人材を確保するため、法
人職員の人材育成方針を作成し、
学内外に公表する。また、岡山県
立大学職員研修計画(2017年度作
成、3か年計画)に基づき、研修を
実施する。さらに、事務局組織体
制の見直しを検討する。 

［36］ 
「公立大学法人岡山県立大学人材育

成方針」について、プロパー職員の意
見を踏まえながら完成させた。 
業務の効率化のため、適宜、諸課題

への対応を行った。 
COC+事業の終了に伴い、組織体制の

再編を行った。 

［37］ 
学内の情報伝達や情報共有を、

ICT環境を活用して機動的かつ効
率的に行うことにより、意思決定
や業務改善の迅速化を図る。 

 
（参考指標） 
・ICT環境の整備・活用状況(情報セ
キュリティ対策の整備状況を含
む。) 

［37］ 
 既存のICT環境(大学HP、グルー
プウェア、全学情報システム(学
務系)、メール等)を前提に、教職
員から学生、教職員間の情報発
信・共有についてのルールを策定
し、周知する。また、次年度以降
のルール見直しに向け、アンケー
ト等の評価方法を決定する。 

［37］ 
教職員に対して情報発信・共有の実

態把握アンケートを実施、集計し、事
例集を作成した。 
アンケート結果をもとに、情報共有・

情報発信に係るガイドラインの案を作
成した。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）地域に開かれた大学づくりの推進に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［38］  
市町村や県内企業等との連

携を深めるとともに、設立団体
である県との間で、地域課題の
共有及び大学の発展と課題解
決に向けた連携方策や県の重
点施策に対応した大学の活用
方策等を協議・調整する連絡協
議会の設置等、法人の業務運営
と県行政との連携を確保する。 

 
（参考指標） 
・COC+の活動状況  
・県との連携状況及び課題共有・
検討体制の構築状況 

［38］  
COC+により、市町村等との

連携、課題解決等に取り組む
とともに、県と本学の連携、課
題共有を図るため、連絡協議
会を設置する。 

［38］ 
大学のシーズの集約と、自治体が把握し

ているニーズとの調整により、事業のマッ
チングを行い、「コミュニティキャンパス
おかやま」として13事業を実施し、588人が
参加した。 
県担当課と連携し、県各部局主管課で構

成される県施策推進連絡会議に本学から出
席し、本学の研究シーズや地域貢献の取組、
連携窓口等の情報提供を行うとともに、県
からの要望を聞いていくこととした。 
県幹部に本学教員が研究や地域貢献活動

を発表し意見交換を行うスタディミーティ
ングを6回(計18人が発表)実施した。 
県内企業との連携推進に向けて、本学の

研究シーズを広く県内に発信するためのパ
ネル展示を県庁県民ホールにて開催した。 

［39］ 
UI(ユニバーシティ・アイデ

ンティティ)戦略本部を設置
し、本学の特色を生かした活動
方針等を示したUI戦略を策定・
推進することによりブランド
力向上を図り、地(知)の拠点と
して地域に開かれた大学づく
りを積極的に進める。 

 
（参考指標） 
・UI戦略の策定・推進状況 

［39］ 
UI(ユニバーシティ・アイデ

ンティティ)戦略本部を設置
し、地(知)の拠点として地域
社会に開かれた大学づくりの
ため、UI戦略案を作成する。 

［39］ 
UI戦略本部を設置し、目的・手法組織・

表現方法からなるUI基本方針を定めた。 
UIを推進するうえで必要となる視覚(表

現)の統一の一環として、各学部学科の意見
を踏まえたキャッチフレーズを定めた。 
今後、ビジョン・ミッションを検討し学

内のコンセンサスを得て、UIを公表するこ
ととした。 

［40］ 
雇用形態の多様化など社会

変化に対応するため、社会人の
学び直しのためのリカレント
教育を推進し、内容の充実を図
る。 

［40］ 
 リカレント教育に関するニ
ーズ調査及び本学で可能なカ
リキュラムを検討する。 

［40］ 
リカレント教育の概要について、県と協

議するとともに、学部単位での検討に着手
した。 
岡山創生学の社会人への開放について、

他大学との連携も視野に入れ、検討を進め
た。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

２ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）自己収入の増加に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［再掲：26］ 
企業・団体等との連携研究によ

り、産業界の発展に寄与する研究
交流を充実するため、共同研究費
等の獲得に向けた支援を行う。 

 
成果指標 
・地域の企業・団体等との共同研究
費・受託研究費・教育研究奨励金の
獲得状況(合計)(千円) 

項目 
現 状 (H24 －

H29年度平均) 
目標 

金額 86,600 100,000 

※金額を到達基準とする 

［再掲：26］ 
アクティブ・ラボ、各種セミナ

ー等への参加状況と共同研究等
の獲得状況を比較分析し、本学の
研究シーズと社会ニーズのマッ
チングを進める。 

 
成果指標 
・地域の企業・団体等との共同研
究費・受託研究費・教育研究奨
励金の獲得状況(合計)(千円) 

項目 H31目標 

金額 80,000 

※金額を到達基準とする 

［再掲：26］ 
アクティブ・ラボは78件の実施が

あり、参加教員は32人(延べ100人)で
あった。 
共同研究費等の獲得状況を比較分

析し、外部資金の獲得やアクティブ・
ラボ等が一定教員に偏っていること
が確認できたため、間口を広げるた
めの方策を検討している。 
また、中小企業との仲介を担う銀

行との関係を密にするための方策を
検討している。 
共同研究費・受託研究費・教育研

究奨励金の獲得額(80,607千円)は目
標に達した。 

 
成果指標 
・地域の企業・団体等との共同研究費・
受託研究費・教育研究奨励金の獲得
状況(合計)(千円) 

項目 R1実績 

金額 82,620 
 

［41］ 
円滑かつ発展的な大学運営のた

めに、外部研究資金等により自己
収入増を図る。 

 
成果指標 
・科学研究費補助金獲得額(千円) 

項目 
現状(H24－H29

年度平均) 
目標 

金額 84,111 85,000 

※第3期中期計画の期間において、
経過年度の平均値で評定 

［41］ 
 科学研究費助成事業について、
計画書作成研修会や添削支援を
行い、新規採択率の向上を目指
す。 

 
成果指標 
・科学研究費補助金獲得額(千円) 

項目 H31目標 

金額 80,000 

※第3期中期計画の期間におい
て、経過年度の平均値で評定 

［41］ 
研究助成費の獲得を促すために、

本学HPに外部競争的資金の公募情報
をまとめて掲載することを始めた。 
科研費獲得額の向上を図るため

に、申請のあった5人の教員につい
て、外部業者の添削による計画書の
提出前検討を実施した。 
外部講師を招聘して、科研費計画

書作成研修会を開催し、前年を大幅
に上回る30人の教員が参加した。 
科研費採択率は30.3%と非常に高

かったが、獲得額の方は目標に到達
しなかった。 

 
成果指標 
・科学研究費補助金獲得額(千円) 

項目 R1実績 

金額 76,310 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

２ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）運営経費の見直しに関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［42］ 
各種事業について、費用対効果

を踏まえ、縮小・廃止を含めた事
業見直しを実施するとともに、重
点及び新規事業についても、実施
後の効果検証を行い、効果的・効
率的な実施に努める。 
 

（参考指標） 
・事業の見直し状況(運営体制の改
善等を含む。)及び重点・新規事
業の効果検証の状況 

［42］ 
各種事業について、必要性、実

績、費用対効果等の検証を行い、
縮小・廃止を含めた事業見直しを
行う。 

［42］ 
令和2年度当初予算編成にあわせて

対象となる事業一つひとつについて検
証を行い、その効果や効率性を見極め
て、選択と集中による歳出の重点化を
進めて教育の質の確保に努めた。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 自己点検及び評価に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）評価の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［43］ 
教育研究の質の充実を図ると

ともに、教育研究活動の透明性を
高めるため、大学機関別認証評価
を見据えた教育研究に関する内
部質保証体制を確立し、適切かつ
効率的な自己点検・評価を行う。 

 
（参考指標） 
・大学機関別認証評価に係る自己
評価書の作成・公表 

［43］ 
次期認証評価に向けた準備を

行うとともに、内部質保証体制
について継続的に見直し充実を
図る。 

［43］ 
受審機関選定に向け、新規認証評価

機関(大学教育質保証・評価センター)
の説明会に出席した他、他大学の情報
収集を行った。 
評価に係る大学内部のPDCAサイクル

をよりよく運用するための体制整備と
して、評価室を令和2年度から施行でき
るよう規程の改正等を行った。 
教学マネジメント委員会の設置につ

いて検討を開始した。 

［44］ 
現行及び平成33(2021)年度以

降のディプロマ・ポリシー(卒業
認定・学位授与の方針)、カリキ
ュラム・ポリシー(教育課程の編
成・実施の方針))及びアドミッシ
ョン・ポリシー(入学者受入れの
方針)の実施状況に関する指標に
対応する組織的な教育の自己点
検・評価を着実に実施するため、
IR(インスティテューショナル・
リサーチ)活動の充実を図る。 

［44］ 
入学者アンケート、卒業時・修

了時アンケート、授業評価アンケ
ート等の分析評価を各部門と連
携して行う。その際、アンケート
の内容検討と実施、結果の分析と
評価(PDCA)により、大学及び大学
院の教育へフィードバックする。 

［44］ 
入学時アンケート、授業評価アンケ

ートを実施した。 
教育満足度調査について検討、設問

案等を提案し、予備調査を実施した。 
 

［45］ 
教員の教育・研究・社会貢献・

管理運営の各業務に対する意欲・
資質向上のため、教員の個人評価
の運用に当たっては、評価後の効
果を見極めながら、より効果的な
評価制度となるよう指標等の不
断の見直しを行う。 

 
（参考指標） 
・教員評価の結果公表 

［45］ 
 教員の個人評価制度について、
評価の内容や時期、その活用につ
いて検討し、教員の教育・研究・
社会貢献や法人組織の管理・運営
に関する活動の一層の活性化を
図る。 

［45］ 
前年度評価のC判定者について、学部

長及び学科長の協力を得ながら、改善
状況を確認した。 
評価結果を活用し、教員のモチベー

ション向上と評価項目の見直しを図る
等、適切な運用に向けた検討を進めた。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 自己点検及び評価に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）情報公開の推進に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［46］ 
教育研究活動や業務運営全般

に係る学内審議会・委員会の審議
結果に加え、審議過程の情報を積
極的に公開する。 

［46］ 
平成31年度の役員会、教育研究

審議会、経営審議会、各委員会等
に係る議事録を公表する。 

［46］ 
教育研究審議会については10回分、

役員会及び経営審議会については3回
分をそれぞれ公表した。議事録に加え、
会議資料の内容公表をどの程度とすべ
きかを今後の検討課題とした。 

［47］ 
地(知)の拠点として地域社会

に開かれた大学づくりのため策
定するUI戦略に基づき、広報体制
を強化するとともに、県のみなら
ず各種広報媒体への掲載協力を
得るなど、各種広報ツールを活用
し、本学の魅力について、より一
層周知を図る。 

［47］ 
 各種広報ツールを活用し、広報
活動を推進するとともに、別途、
策定を検討するUI戦略の推進に
おける広報活動のあり方を検討
する。 

［47］ 
大学案内、広報誌OPU、大学概要、地

域貢献年報等を作成・配布するととも
に、RSKラジオ、FM倉敷、山陽新聞、大
学HP等、様々なツールで本学の取組を
積極的にPRした。 
本学公式SNSでの発信を開始し、ソー

シャルメディアガイドラインを制定し
た。 
UIに関して、理念、行動とともに視

覚の重要性を含めた基本方針を定め、
今後、基本方針に沿った学外広報の計
画を策定することとした。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ その他業務運営に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）施設及び設備の適切な維持管理に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［48］ 
施設の老朽化等の安全管理に

関する課題解決のため、必要な改
修・修繕を実施するとともに、学
生のみならず教職員が安心して
学び働ける快適な環境を確保す
るため、教室・執務室をはじめ、
空調や衛生設備の充実、運用時間
等の見直しを図る。 

［48］ 
平成30年度に定めた中期修繕

計画(平成31年度～平成39年度)
に沿って、改修・修繕の実施及び
適宜、計画の見直しを行う。 

［48］ 
岡山県から4件の大規模修繕補助金

を受けて、空調設備整備、保健福祉学
部棟エレベータ、防災設備整備及び給
排水・排水処理設備の更新を行った。 
令和2年度の大規模修繕の補助金を

要望し、高圧受変電設備整備等3件内定
した。 

  



 

37 

第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ その他業務運営に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）安全・安心な教育研究環境の確保に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

［49］ 
学内全体での危機管理・安全衛

生の強化並びに人権擁護及び法令
遵守の意識の共有を図り、研究者
倫理遵守や各種ハラスメントなど
の人権侵害防止等に努めるととも
に、不測の事態に適切に対応でき
るよう責任体制の明確化と想定訓
練の実施などに組織的に取り組
む。 
 

成果指標 
・危機管理対応マニュアルの作成・試
行運用の状況 

［49］ 
危機管理ガイドラインに沿った

危機管理対応マニュアルを作成す
る。 
 

成果指標 
・危機管理対応マニュアルの作成・
試行運用の状況 

［49］ 
他大学のマニュアルを参考に、

労働災害、ハラスメント及び交通
事故他(総務課所管)、事故・事件及
び感染症(教学課・総務課所管)の
危機管理対応マニュアル(案)を作
成し、事務局内において審議を行
った。 

 
成果指標 
・危機管理対応マニュアルの作成・試
行運用の状況 
以下の項目の素案を作成した。 
・労働災害 
・コンプライアンス 
・個人情報 
・ハラスメント 
・犯罪 
・学生の事故・事件 
・メンタルヘルス 
・感染症 

［50］ 
災害や事故等に適切かつ迅速に

対応することができるよう、学生
や教職員に対する教育や研修・訓
練を推進するとともに、安全管理
及び災害等を想定した防災体制の
充実を図る。 

 
成果指標 
・災害対応マニュアルの作成並びに
学生及び教職員への周知 

 
（参考指標） 
・防災に関する研修・訓練の実施状況 

［50］ 
 危機管理ガイドラインに沿った
災害対応マニュアルを作成する。 

 
成果指標 
・災害対応マニュアルの作成 

［50］ 
自然災害(地震、風水害)対応マ

ニュアル、火災対応マニュアルに
ついては、素案を作成し、事務局
内の意見集約を行った。有害物
質、廃棄物等の取扱マニュアルに
ついては、順次素案作成を進める
こととした。 

 
成果指標 
・災害対応マニュアルの作成 

自然災害(地震、風水害)対応マ
ニュアル、火災対応マニュアルの
素案を作成した。 
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外
減

価
償

却
相

当
額

1
8
1
,
5
7
4

1
8
7
,
2
4
6

1
9
2
,
2
5
6

1
9
5
,
2
7
9

1
9
6
,
9
5
9

1
9
8
,
5
0
2

損
益

外
減

損
損

失
相

当
額

-
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

-
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

-
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

-
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1
5
0
,
3
7
1

-
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

引
当

外
賞

与
増

加
見

積
額

7
9
0

3
,
6
9
9

4
,
6
8
5

5
,
9
8
8

△
 
8
9
6

2
,
4
4
1

引
当

外
退

職
給

付
増

加
見

積
額

△
 
4
1
,
1
0
7

△
 
8
5
,
8
6
6

9
1
,
2
3
3

1
,
5
1
1

△
 
9
0
,
8
0
0

3
3
,
9
1
7

機
会

費
用

3
3
,
1
2
3

-
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5
,
2
2
2

3
,
5
4
4

-
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3
7
2

注
　

金
額

は
千

円
未

満
を

四
捨

五
入

し
て

い
ま

す
。

そ
の

た
め

、
表

中
で

合
計

が
一

致
し

な
い

場
合

が
あ

り
ま

す
。

区
　

　
分

区
　

　
分

業
務

費
用
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第５ 令和元年度財務諸表の要約 

 

（１）貸借対照表関係 

 （資産合計） 

令和元度末現在の資産合計は、前年度比 54,166 千円（0.5％）減の 10,215,719 千円と

なっている。  

主な減少要因としては、建物がデザイン学部棟や講堂等の減価償却等により前年度比

180,163 千円（4.3％）減の 3,997,806 千円となったこと、工具器具備品が減価償却等によ

り前年度比 7,260 千円（8.9％）減の 74,230 千円となったこと、長期性預金から基金口座へ

の振替えにより前年度比 100,000 千円減の 0円となったことが挙げられる。 

 （負債合計） 

     令和元年度末現在の負債合計は、前年度比 196,861 千円（8.3％）減の 2,187,815 千円と

なっている。 

   主な減少要因としては、未払金が前年度比 120,021 千円（35.3％）減の 219,601 千円と

なったことが挙げられる。 

  （純資産合計） 

      令和元年度末現在の純資産合計は、前年度比 142,696 千円（1.8％）増の 8,027,905 千円

となっている。 

    主な増加要因としては、前中期目標期間最終年度の未処分利益 219,582 千円が当中期目

標期間の業務財源として繰越の承認を受けたことから前中期目標期間繰越積立金が前年度

比 219,582 千円（136.1％）増の 380,897 千円になったこと、当期末未処分利益が、費用対

効果を検証した上で、さらなる経費削減を図ったことから対前年比 53,172 千円（24.2％）

増の 272,754 千円となったことが挙げられる。 

 

（２）損益計算書関係 

 （経常費用） 

      令和元年度の経常費用は、前年度比 196,940 千円（5.5％）減の 3,394,426 千円となって

いる。 

    主な減少要因としては、教育経費が国の補助事業であるＣＯＣ＋大学改革推進事業費等

の減少により前年度比 23,525 千円（3.9％）減の 575,773 千円となったこと、研究経費が

学内における競争的資金である特別研究費等の見直しにより前年度比25,293千円（13.0％）

減の 169,005 千円となったこと、役員人件費が退職手当の支給がなかったこと及び常勤役

員が１名減少したことから前年度比 52,374 千円（61.5％）減の 32,796 千円となったこと

が挙げられる。 

 （経常収益） 

      令和元年度の経常収益は、前年度比 300,943 千円（8.9％）増の 3,667,180 千円となって

いる。 

   主な増加要因としては、運営交付金収益が県の平成３０年度２月補正予算により追加予

算措置された運営費交付金の入金が平成３１年４月となり令和元年度決算に計上したこと

から、前年度比 282,799 千円（14.3％）増の 2,255,204 千円となったことが挙げられる。 
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（当期総利益） 

   上記経常損益の状況から、令和元年度の経常利益は、前年度比 497,883 千円（プラスに転

換）増の 272,754 千円となっている。当期総利益は、前年度比 53,172 千円（24.2％）増の

272,754 千円となっている。 

なお、目的積立金の取崩しはなかった。 

 

（３）キャッシュ・フロー計算書関係 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

      令和元年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、前年度比 314,767 千円（プラスに転

換）増の 115,275 千円となっている。 

     主な増加要因としては、運営交付金収入が県の平成３０年度２月補正予算により追加予

算措置されたが平成３１年４月の入金となり令和元年度決算に計上したことから、前年度

比 278,616 千円（13.9％）増の 2,276,133 千円となったこと、授業料収入が授業料減免対

象者の減少により前年度比 27,425 千円（3.0％）増の 928,665 千円となったこと、

また、人件費支出が退職手当支給額の減により前年度比 68,525 千円（2.8％）減の

△2,336,952 千円となったことが挙げられる。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

      令和元年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、前年度比 43,618 千円（33.3％）増

の 174,472 千円となっている。 

     主な増加要因としては、有形固定資産の取得による支出が前年度比66,732千円（49.5％）

減の△68,067 千円となったことが挙げられる。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

      令和元年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、前年度比 10,364 千円（91.1％）減

の△1,017 千円となっている。 

   主な減少要因としては、リース債務の返済による支出が情報工学部教育研究棟リース料

の支払いが終了したことにより前年度比 10,290 千円（91.2％）減の△985 千円となったこ

とが挙げられる。 

 （資金期末残高） 

   資金期末残高は、700,130 千円となっており、昨年度末残高より 288,730 千円（70.2％）

増加している。 

  

（４）行政サービス実施コスト計算書 

 （行政サービス実施コスト） 

      令和元年度の行政サービス実施コストは、前年度比 244,067 千円（9.3％）減の 2,383,082

千円となっている。 

    主な減少要因としては、損益計算書上の費用のうち業務費が前年度比234,627千円（7.2％）

減の 3,038,210 千円となったこと、控除すべき自己収入のうち授業料収益が学生数の増加

により前年度比 15,236 千円（1.6％）増の△958,000 千円となったこと、また、新たに減損

損失が発生しなかったことが挙げられる。 
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第６ 予算、収支計画及び資金計画 

 

１ 予算 

                                     （単位：百万円）  

区      分 予算額 決算額 
差 額 

（決算－予算) 

 

  収入 

    運営費交付金 

  補助金 

  自己収入 

   授業料及び入学金検定料収入 

      雑収入 

  受託研究等収入及び寄附金収入 

  目的積立金取崩 

 

              計 

 

 支出 

  教育研究経費 

  人件費 

  一般管理費 

  受託研究等経費及び寄附金事業費等 

  施設費 

 

       計 

 

 

２，１０２ 

１３４ 

１，１１２ 

１，０７０ 

４２ 

１０１ 

４１ 

 

３，４９０ 

 

 

７４１ 

２，２０９ 

３３５ 

１０１ 

１０４ 

 

３，４９０  

 

 

２，２７６ 

１３４ 

１，１２６ 

１，０８１ 

４５ 

９５ 

－ 

 

３，６３１ 

 

 

７００ 

２，１３２ 

３２１ 

８６ 

１０４ 

 

３，３４３ 

 

 

 

１７４ 

０ 

１４ 

１１ 

３ 

△６ 

△４１ 

 

１４１ 

 

 

△４１ 

△７７ 

△１４ 

△１５ 

０ 

 

△１４７ 
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２ 収支計画  

                                    （単位:百万円） 

区       分 予算額 決算額 
差額 

（決算－予算） 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   受託研究等経費 

   役員人件費 

   教員人件費 

   職員人件費 

  一般管理費 

財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

収入の部 

 経常収益 

  運営費交付金収益 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料収益 

    受託研究等収益 

  補助金収益 

  財務収益 

  雑益 

    資産見返負債戻入 

   資産見返運営費交付金等戻入 

   資産見返寄附金戻入 

資産見返補助金戻入  

   資産見返物品受贈額戻入 

   

純利益 

 

目的積立金取崩額 

 

総利益 

３，３７６ 

３，３７６ 

２，９８８ 

６７８ 

１０１ 

３３ 

１，７３１ 

４４５ 

２９９ 

－ 

－ 

８９ 

－ 

 

３，３３５ 

３，３３５ 

２，００４ 

９１５ 

１０５ 

５０ 

１０１ 

２９ 

－ 

４２ 

８９ 

６３ 

１３ 

１ 

１２ 

 

△４１ 

 

４１ 

 

－ 

３，３９４ 

３，３９４ 

２，９７０ 

７３０ 

５７ 

３３ 

１，６８３ 

４６６ 

３３０ 

０ 

－ 

９５ 

０ 

 

３，６６７ 

３，６６７ 

２，２５５ 

９５８ 

１０５ 

４９ 

９６ 

６６ 

０ 

４６ 

９２ 

５９ 

１４ 

１ 

１８ 

 

２７２ 

 

－ 

 

２７２ 

１８ 

１８ 

△１８ 

５２ 

△４４ 

０ 

△４８ 

２１ 

３１ 

０ 

－ 

６ 

０ 

 

３３２ 

３３２ 

２５１ 

４３ 

０ 

△１ 

△５ 

３７ 

０ 

４ 

３ 

△４ 

１ 

０ 

６ 

 

３１３ 

 

△４１ 

 

２７２ 

注)費用の部「寄附金経費」は、教育研究経費の決算額に含めて計上しています。 
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３ 資金計画 

                                    （単位:百万円）  

区      分 予算額 決算額 
差 額 

（決算－予算） 

 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学金検定料による収入 

  受託研究等収入 

  補助金収入 

    その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

 

 

３，９７３ 

３，２８７ 

２０３ 

－ 

４８３ 

 

３，９７３ 

３，３４４ 

２，１０２ 

１，０７０ 

１０１ 

２９ 

４２ 

１０５ 

－ 

５２４ 

 

４，１７６ 

３，４０７ 

６８ 

１ 

７００ 

 

４，１７６ 

３，５２２ 

２，２７６ 

１，０７９ 

９２ 

３０ 

４５ 

２４３ 

－ 

４１１ 

 

２０３ 

１２０ 

△１３５ 

１ 

２１７ 

 

２０３ 

１７８ 

１７４ 

９ 

△９ 

１ 

３ 

１３８ 

－ 

△１１３ 
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第７ 短期借入金の限度額 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

短期借入金の限度額 
 

限度額  ３億円 

短期借入金の限度額 
 

限度額  ３億円 

該当なし 

 

第８ 剰余金の使途 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

決算において剰余金が発生した場
合は、教育研究の質の向上及び組織
運営の改善に充てる。 

決算において剰余金が発生した場
合は、教育研究の質の向上及び組織
運営の改善に充てる。 

該当なし 

 

第９ 重要な財産の譲渡等に関する計画 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

な し な し な し 

 

第１０ その他規則で定める事項 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

1 施設及び設備に関する計画 
個別施設計画に基づき、第３期

中期計画期間中に行う。 

 

 

 

2 中期目標の期間を超える債務負担 
なし 

 
3 地方独立行政法人法第40条第4項
の規定により業務の財源に充てる
ことができる積立金の使途 

教育研究の質の向上及び組織運
営の改善に充てる。 

 
4 その他法人の業務運営に関し必
要な事項 

なし 

1 施設及び設備に関する計画 
個別施設計画に基づき、第３期

中期計画期間中に行う。 

 

 

 

2 中期目標の期間を超える債務負担 
なし 

 
3 地方独立行政法人法第40条第4項
の規定により業務の財源に充てる
ことができる積立金の使途 

教育研究の質の向上及び組織運
営の改善に充てる。 
 

4 その他法人の業務運営に関し必
要な事項 

なし 

1 大規模修繕を4件実施した。 
・非常用放送設備の更新 
・エレベータ(保健福祉学部棟)の更新 
・エアコン(学部共通棟等)の更新等 
・給排水・排水処理設備の更新 
 
2 該当なし 
 
 

3 該当なし 
 
 
 
 
 
4 該当なし 

 

 


